
佐用町商工会中小企業者創業・第２創業補助金【概要】 
 

  「佐用町中小企業者創業・第２創業支援事業」は、町内創業希望者の支援及び地域経済の活性化を 

 目的として、新規創業支援のための補助金を交付するものです。 

  この事業は、佐用町の「佐用町中小企業者創業支援事業補助金」を佐用町商工会が受けて実施して 

 います。 

 

１．創業・第２創業とは・・・・ 
   ア 事業を営んでいない個人が所得税法（昭和 40年法律第 33号）第 229条に規定する開業の届 

     出により、新たに事業を開始すること 

   イ 事業を営んでいない個人が新たに会社を設立し、事業を開始すること 

   ウ 第２創業とは、既存の事業所が主な業種・事業を変更すること無く継続すると共に関連事業 

     又は新規事業に進出することをいう。 

   エ 町外で既に事業を行っている個人・法人が、町内に移住・移転し開業するもの。 
 
２．対象地域 
  （１）商店街区域外での創業 

  （２）商店街内に店舗を新築し創業 

     ※商店街区域内で空き店舗を活用し創業する場合は、公益財団法人ひょうご産業活性化セン 

      ターが行う「商店街新規出店・開業等支援事業」の助成金を優先します。 
 
３．対象者 
  次の各号に定める要件のすべてに該当する方 

  （１）佐用町内で創業・第２創業を行う個人又は法人（申請年度内に事業完了(創業)すること） 

  （２）個人の場合は、事業完了までに町内に居住し、住民基本台帳に記録されていること 

  （３）法人の場合は、事業完了までに町内を本店所在地とした法人登記が行われていること 

  （４）事業計画作成については佐用町商工会の指導を受けること 

  （５）営業開始時より佐用町商工会をお願いいたします。 

  （６）納期の到来した町税を滞納していないこと 

  （７）申請者及びその同居人、従業員等が佐用町暴力団排除条例(平成 24年条例第１号)に規定する 

     暴力団員及び暴力団密接関係者でない者 

  （８）既に本補助事業を実施していない者 
 
４．対象業種 
  （１）建設・製造・卸小売業・飲食業・サービス業等の別に定める業種の内、商工会長が認める事業 

  （２）前号に掲げるもののほか商工会長が認める事業 

     ただし、次のいずれかに該当する事業は、補助対象事業から除外する。 

     ① 風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和 23年法律第 122号）の適用を受 

       ける事業 

        ② 社会通念上公序良俗に反する事業、宗教活動または政治活動を目的とした事業 

     ③ フランチャイズ店、大型チェーン店 

     ④ 公益財団法人ひょうご産業活性化センターが行う「商店街新規出店・開業等支援事業」の 

             助成金を受ける者 
 
５．補助対象経費 
  補助対象事業の実施に要する経費のうち、次の経費とする。 

  （１）店舗事務所等賃借料・工事費 

  （２）備品費及び広告宣伝費 

  （３）第２創業において店舗・事業所等の新設がない事業に係る補助対象経費は、明確に関連事業 

     又は新規事業に必要と判断されるものに限る。 

  （４）前号に掲げるもののほか商工会長が認める経費 

  （５）(１)～(４)の経費の内、他の補助事業の補助対象経費とした経費は、本事業の補助対象経費 

     より除外する。 



６．補助金の額 
  （１）補助対象経費に３分の１を乗じた額で、１事業者につき１年目１５０万円、 

     ２年目５０万円を上限とする。 

     （補助金額の１,０００円未満の端数は、切り捨てる。） 
 
７．申請書類 
  （１）商工会創業補助様式 経営計画書 

  （２）見積損益計算書・積算内訳作成様式 

  （３）交付申請書 

       ※まずは、（１）商工会創業補助様式 経営計画書 

           （２）見積損益計算書・積算内訳作成様式 を作成しご相談ください。 

       ※作成についてもお気軽にご相談ください。 
 
８．補助金交付までの流れ 

【１】事業計画書の作成、相談 
事業計画書の作成等について相談 

※計画書他資料の写しを、町商工観光課へ提出します。 

【２】事業計画書を確認、商業アドバイザー派遣受入（必須） 
事業計画書の内容を確認後、専門家派遣を受けていただきます。 

計画書の完成まで、最高３回の専門家派遣を計画します。 

【３】書類を整え、申請書作成・提出 

【４】審査会で審査 

【５】商工会内部決定 
《採 択》１）採択通知により、賃貸借契約、工事契約締結、内装工事等の事業着手を認めます。 

             ただし、補助金支給の決定ではありませんので、補助対象経費については、創業補 

              助金の交付決定後に支払いがされることを条件とします。 

     ２）創業補助金交付決定は、町補助金交付決定後となります 

       ただし、町補助金申請において事業の否決や予算対応ができない場合には、創業補 

              助金の交付はありません。 

     ３）事業着手後に補助金の否決等で資金不足等による事業縮小など、補助金が事業着手 

              後の交付決定では、対応できないと予測される場合は、全ての事業着手を創業補助 

              金交付決定後に行ってください。 

     ４）創業補助金の交付決定前の事業着手を行った後に、補助金否決等による不利益につ 

              いて、商工会は一切の責任を負いません。 

《不採択》  補助金の支援不可となります 

【６】町補助金申請（商工会→町） 
 町補助金交付の通知（町→商工会） 

【７】創業補助金交付決定（商工会→申請者）《否決の場合、その旨通知》 

【８】開業（申請年度内の２月末までに開業） 

【９】補助金実績報告・申請（申請年度内の３月上旬） 

【10】補助金交付 
 
 
 
※補助事業により取得、又は効用の増加した財産を、事業完了後５年以内に、補助金の交付の目
的以外の用途に使用、他の者に貸付け若しくは譲渡、他の物件と交換、又は債務の担保の用に
供する場合において、その取得価格又は効用の増加価格が 50万円以上であるときは、商工会
長の承認を受けなければならない。 

 この場合において、当該取得財産等が事業完了後５年を経過している場合を除き、補助事業者
が取得財産等の処分をすることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を佐用町
商工会に納付しなければならない。 

 
 
※記載の内容は、概要ですので詳しくは、佐用町商工会へお問い合わせください。 


